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（ 次 第 ） 
 
 
１ 開 会 
 
  （１）委員の紹介 
  （２）部会長あいさつ 
  （３）京都市あいさつ  
 
 
２ 議 事  
 
  （１）諮問内容について 
 
     
（２）京都市のごみ処理の現状と課題 

    
① ごみ量，ごみ質等の状況  

    ② クリーンセンター等へのごみ搬入手数料等の現状と課題 
 
 
（３）当面の議論の進め方と今後のスケジュール 
 
 
（４）その他 

 
 
 
 
 
 

 
１  諮問文（写し） 
 
２  「京のごみ戦略２１」（抄） 
 
３  ごみ量，ごみ質等の状況 
 
４  クリーンセンター等へのごみ搬入手数料等の現状と課題 
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１ 諮問内容について 
 
 第３２回京都市廃棄物減量等推進審議会（平成１６年５月２５日開催）にて，京都市から
審議会に対し，「今後のごみ減量施策のあり方について」として， 
 （１）クリーンセンター等へのごみ搬入手数料のあり方 
 （２）指定袋制導入の具体的あり方 
 の２点について諮問が行われた。なお，これらはいずれも，「京のごみ戦略２１」に今後
の施策として掲げられているものである。 
 本部会で検討を行う（１）については，これまでの手数料改定や累進制の導入などによる
減量効果を踏まえ，より一層のごみ減量・リサイクルの動機付けとなるような手数料体系の
あり方について審議を依頼されており，今後それに従って議論を進めることとしたい。 
 
 
２ 京都市のごみ処理の現状と課題 
 
(1) ごみ量，ごみ質等の状況  
    
①ごみ量 

     ごみ量の推移（収集量ベース）を平成５年度と１５年度（推定値）の過去１０年
間で対比してみると，以下のとおりとなっている。 

     家庭系ごみは減少傾向が見られるのに対し，事業系ごみ，特に業者収集ごみにつ
いては増加傾向にある。また持込ごみについては，平成13年の手数料改定や平成1
4年の建設リサイクル法施行にともなう廃木材等のリサイクル誘導・本市処理施設
への原則受入停止により大幅に減少しているが，平成15年にはその効果も薄れつ
つある。 

 
＜家庭系ごみ＞ 

    ・家庭からの定期収集ごみは，約１２％減少（約33.1万t→約29万t） 

平成5年 平成 15年

        ・大型ごみについては，約７２％減少（約2.3万t→約0.7万t） 
 
        ＜事業系ごみ＞ 
    ・業者収集ごみについては，約１４％増加（約23.1万t→約26.4万t） 
        ・持込ごみについては，約１３％減少（約15万t→ﾋﾟｰｸ平成12年:約20.8万t→13.1万t） 
 
    ＜資源ごみ＞ 
        ・資源ごみ（市収集分）については，約２００％増加（約0.6万t→約1.8万t） 
 
②ごみ質 
  ごみの種類別に現在のごみ質を見てみると，家庭ごみ，業者収集ごみについては，
紙，プラスチック，厨芥（生ごみ）の３組成で約９割を占めている。持込ごみにつ
いては，木竹類，紙類が半分程度を占めているが，木竹類については，建設リサイ
クル法施行にともなう廃材等のリサイクル誘導により全体に占める割合が減少し
ている。 
 
 
(2) クリーンセンター等へのごみ搬入手数料等の現状と課題 
  
①現  状  
クリーンセンター等へのごみ搬入手数料等については，過去概ね４年ごとに改定
しており，平成17年度が次回の改定年度にあたる。 

     前回平成13年7月には，審議会答申「持込ごみの減量化に向けた今後の在り方に
ついて」（平成12年11月）を踏まえ，それまでの持込ごみの料金体系や仕組みを
以下のとおり改定した。 

 1



○ 料金体系に原価主義の考え方を導入（直接費＋間接費×１／２） 
○ 持込ごみ手数料にその量に応じて料金が異なる累進性を導入 
○ 多量搬入者の事前登録制度を導入 
○ 産業廃棄物の持込搬入量の上限を100t/月に設定 

    その減量効果は，全体として年間およそ45,000t程度と推定される。 
    
一方，許可業者が本市へ支払う業者収集ごみの搬入手数料については，各事業所
ごとの計量が困難であることから，年間の搬入量と搬入回数をもとに１tあたりの
処理料金を算出し（１回あたりの搬入量に持込ごみの料金体系を適用し，１ｔベー
スに換算），年度ごとに搬入t数に応じて処理料金を支払う仕組みとなっている。 
 

 ②課  題 
ア 平成13年改正の処理手数料体系の評価 
イ 他都市（政令指定都市，周辺都市）の処理料金との整合性 
ウ 一般廃棄物（市民，事業者）と産業廃棄物（併せ産廃）の料金の区別化 
エ ごみの分別につながる料金システムと資源化物の受皿整備 
オ 許可業者搬入手数料のあり方と排出事業者へのごみ減量インセンティブの仕組み 

 
 
３ 当面の議論の進め方と今後のスケジュール 
  
(1) 当面の議論の進め方 
  
   この部会では，ごみ処理手数料等に関し，次の２つの方向性について検討していただ
きたい。 
 

①短期的方向性 
           上記の課題ア～イを踏まえて，平成１７年度の手数料改定のあり方

について検討。 
 
 
         ②長期的方向性 

           上記の課題ウ～オを踏まえて，長期的視点に立った事業系ごみの処

理手数料等のあり方について検討。 

 

   さしあたっては，下表の内容で議論を進めていくこととしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

平成１６年７月３０日 
（予定）

第２回部会 
・１３年度改正の手数料体系等による事業系ごみ減量
効果の評価 

     ８月下旬 
第３回部会 
・京都市のごみ処理原価の考え方とその推移 
・１７年度ごみ処理手数料とその減量効果の試算 

     ９月下旬 

第４回部会 
・短期的な視点からのごみ処理手数料等のあり方（案）
・第5回部会以降の審議の方向性について 
 （長期的な視点からのごみ処理手数料等のあり方）

    １０月下旬 審議会へ中間報告 

ご
み
処
理
手
数
料
等

検
討
部
会 
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(2) 今後のスケジュール 
 

 ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １７．１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

審議会 

  ★               

 

  

 

 

  ★

 

 ★  

 ★ 

短期的なあり方

          ★   ★    

 

★

 

  ★   

 

 ★

 

 

   ★

ご
み
処
理
手
数
料
等
検
討
部
会 

長期的なあり方  

  ★ 

 

１１月中旬 
中間まとめ広報発表
・手数料の短期的方向性

・指定袋制導入のあり方

本会を２回程度開催２５日 
第３３回審議会 
・手数料改定及び指定袋

制導入について諮問 
７月頃 
最終答申 

・将来的な手数料のあり方 

・指定袋制導入のあり方 

審議会委員の改選 １０月下旬 
第３４回審議会 
・部会からの報告 

・中間まとめ案の確定

3

２９日 
第１回部会

             

７月３０日
（予定） 
第２回部会  

９月下旬 
第４回部会 
・短期的方向性の

とりまとめ 

条例改正作業 ３月３１日
条例公布 

市会審議 ７月１日 
条例施行 

普及啓発 

１６年１１月～１７年６月
 部会を６回程度開催

６月下旬 
報告とり
まとめ 

８月下旬 
第３回部会

 

 
 

  



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資 料】 
 

 

１ 諮問文（写し）                  ・・・・・１ 

 

２ 「京のごみ戦略２１」（抄）             ・・・・・２ 

 

３ ごみ量，ごみ質等の状況              ・・・・・３ 

 

４ クリーンセンター等へのごみ搬入手数料等の現状と課題・・・・・６ 
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【資料２】 

平成16年６月2９日 

京都市廃棄物減量等推進審議会

第１回ごみ処理手数料等検討部会

 

「京のごみ戦略２１」（抄） 

 

 

 

【「京のごみ戦略２１」本編５６ページ～５７ページ】

（３）事業系ごみの減量化 

 ②事業者のごみ減量化を促す行政の取組 

《現状と課題》 

 本市では，事業者から処理料金を受け取って，事業系ごみの処理を行っています。

ただし，処理費の一部は本市が負担しており，排出者責任の観点から適正な費用負

担がなされていないという意見もあります。 

● 施 策 の 方 向 性 ●

✔ 必要に応じて，搬入料金の改定などの経済的インセンティブ方策についても，

関係事業者と十分に調整をしながら，導入に向けた検討を進めていきます。 

このため，以下のような取組を進めていきます。

事業系ごみに関する制度の見直し 

処理原価に応じた搬入料金の設定（搬入手数料の見直し） 

ごみ分別に対するインセンティブ（動機付け）が働くような搬入料金の設定 

より効率的・効果的な収集運搬制度の検討 

排出事業者のごみ減量意識を向上させる取組の検討 

…
… 

 
 

 

 

 



【資料３】 

平成16年６月2９日 

京都市廃棄物減量等推進審議会

第１回ごみ処理手数料等検討部会

 

 

 

ごみ量，ごみ質等の状況 
  

① ごみ量の推移 
 

図 1-①-1 家庭系ごみ収集量（定期収集ごみ，大型ごみ，その他ごみ）の推移 
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図 1-①-2 業者収集ごみ量の推移 
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図 1-①-3 持込ごみ量の推移 
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図 1-①-4 資源ごみ収集量の推移 
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② ごみ質の状況 
 

 
図 1-②-1 定期収集ごみのごみ質（平成14年度，湿重量比％） 
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図 1-②-2 業者収集ごみのごみ質（平成14年度，湿重量比％） 
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図1-②－3  持込ごみのごみ質（平成14年度，湿重量比％） 

（建築廃材のリサイクル誘導後のごみ質） 
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【資料４】 

平成16年６月2９日 

京都市廃棄物減量等推進審議会

第１回ごみ処理手数料等検討部会
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クリーンセンター等へのごみ搬入手数料等の現状と課題 
 
 
１ 事業系ごみに関する社会的背景 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
第３条第１項 
 事業者は，その事業活動に伴つて生じた廃棄物を自らの責任にお
いて適正に処理しなければならない。 

廃棄物処理法 

 
第１１第１項 
 事業者は，基本原則にのっとり，その事業活動を行うに際しては，
原材料等がその事業活動において廃棄物等となることを抑制するため
に必要な措置を講ずるとともに，原材料等がその事業活動において
循環資源となった場合には，これについて自ら適正に循環的な利用
を行い，若しくはこれについて適正に循環的な利用が行われるため
に必要な措置を講じ，又は循環的な利用が行われない循環資源につ
いて自らの責任において適正に処分する責務を有する。 

循環基本法 

 
第４条第２項 
 事業者は，単独で又は共同して，自らの責任において適正に事業
系廃棄物を処理しなければならない。 

京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例 

（平成１４年１１月） 「今後の廃棄物・リサイクル制度の在り方について」（中央環境審議会意見具申）
 
 処理責任に着目した廃棄物の区分の在り方としては，排出事業者
責任を徹底し排出抑制の促進を図る観点から，事業活動に伴って排出
される廃棄物は排出事業者の責任の下で処理すべきもの（事業系廃棄
物）に区分し，日常生活に伴って排出される廃棄物は市町村の責任
の下で処理すべきもの（生活系廃棄物）に区分することが，方向性
としては考えられる。 

（中略） 
排
出
事
業
者
責
任
の
強
化
が
進
ん
で
い
る 

 その性状，排出量，処理困難性等の問題から市町村責任の下で処
理が円滑に行われているとは言い難いものについて個々に産業廃
棄物へ振り分けた上で，それ以外の事業系一般廃棄物については，
当面，市町村の処理責任の下，排出抑制の観点から，排出事業者と
しての責務にかんがみ適正な費用負担を求めるとともに，一定以上の
量を排出する事業者に対する減量計画の策定に係る制度の強化等によ
り，排出事業者の責任を強化することも考えられる。 

（平成１２年６月）



 
２ 京都市における事業系ごみの流れ ２ 京都市における事業系ごみの流れ 
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クリーンセンター 

ご
み
処
理
手
数
料
は

月
ご
と
に
概
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，
年
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に
精
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業者収集ごみ
許可業者が運搬

（事業系一般廃棄物）

エ
コ
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ド
音
羽
の
杜
（
埋
立
処
分
場
）

焼 
 
 
 

却

東
北
部
ク
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ン
セ
ン
タ
ー
へ

持
ち
込
む
場
合
は
事
前
申
告 

持
込
ご
み
（
事
業
系
一
般
廃
棄
物
，
併
せ
産
廃
） 

ご
み
処
理
手
数
料
の
支
払
い 

ごみの排出者が自ら運搬可燃ごみ 焼却灰搬
入
申
告
書
の
提
出 

破 

砕

鉄分回収後の
残り 

ごみの排出者が自ら運搬粗大ごみ

ご
み
処
理
手
数
料
の
支
払
い 

搬
入
申
告
書
の
提
出 

ごみの排出者が自ら運搬不燃ごみ

 



 
３ 京都市施設に搬入される事業系ごみ量の内訳 

  

 

持 込 ご み 

122,700 ㌧ 

業 者 収 集 ご み 

267,000 ㌧ 

クリーンセンター 

267,000 ㌧ 
クリーンセンター 

101,000 ㌧ 

埋 立 処 分 地 

21,700 ㌧

産業廃棄物 

21,700 ㌧ 

（18％） 

主に 

・コンクリート 

・アスファルト 

・石膏ボード 

※一部一般廃棄物も含まれる 

産業廃棄物 

22,700 ㌧ 

（18％） 

主に 

・木くず 

（建築廃材）

・紙くず 

・繊維くず 

一般廃棄物 

78,300 ㌧

（64％） 

主に 

・紙類 

・草木類 

※うち家庭系 

16,564 ㌧ 

全て一般廃棄物 

267,000 ㌧ 

主に 

・紙類 

・プラスチック類 

・厨芥類 

事 業 系 ご み 

389,700 ㌧ 

（リサイクル分は除く） 
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※図中のデータは平成14年度搬入実績，持込ごみ調査結果，産業廃棄物実態調査結果からの推定値 

 ・持込ごみ中の一般廃棄物・産業廃棄物・土砂の割合：持込ごみ質調査結果からの推定値 

 ・クリーンセンター持込ごみ中の一般廃棄物に占める家庭系ごみの割合：持込ごみ車両台数調査結果からの推定値 

※図中の％は，持込ごみ総量122,700㌧に占める割合
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４ 持込ごみ搬入申告書について 

 

 

 京都市のクリーンセンター（南部，東部，東北部）及び東部山間埋立処分地にごみを

持ち込む際には，各施設専用の「持込ごみ搬入申告書」を提出していただくこととなっ

ている。 

 

 なお，この制度は，確実な手数料徴収，作業効率の向上などを目的として，平成 12

年度から導入している。（東北部については施設が稼動した平成13年度から導入） 

 

 

１ ごみ持込の流れ 

 

 

 

  

以下のいずれかの場所で「搬入申告書」

を入手し，必要事項を記入 

・クリーンセンター，埋立管理事務所 

・まち美化事務所 

・施設部管理課 
 

 

 

 

 

 

 

ごみの持込（クリーンセンター，埋立処分地）

 ・入口受付所に記入済の「搬入申告書」を

提出 

 ・計量後，ごみを廃棄 

・ごみを廃棄後再度計量し，手数料を納入

「搬入申告書」記入内容と持込ごみの内

容の確認，搬入不適物の有無等をチェック

する 

東北部クリーンセンターのみ，事前に電話申込が必要 

 ・「搬入申告書」に電話申込時に付番される「受付番号」

を記入 

 ・その他の流れは他施設と同じ 

 

２ 搬入申告書の主な記入内容 

 

 ＜搬入者＞ 

  ・申告者の住所，氏名又は会社名 

  ・排出者の住所，氏名又は会社名，電話番号，発生理由 

  ・郵便番号，電話番号，車両番号 

  ・搬入品目 

  ・事前登録番号（１ヶ月当たり１０トン以上の搬入が１年間に３回以上あった搬入

者に適用される事前登録制度の登録番号） 

 

  ＜施設受付＞（クリーンセンターのみ） 

  ・マニフェストの有無 など 

 

 ⇒搬入者とその持込内容及び持込重量等については，システムによって電算処理され

データとして蓄積される。 

 

３ 制度の課題 

・排出源が市民か事業者なのかを明確に判断することは難しい。 

 ・現在，一般廃棄物と産業廃棄物を混載して搬入してもよいことになっているが，こ

れらを区別化するためには，例えばそれらを別々に搬入してもらう必要がある。 
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５ 手数料等の現状と課題 
 

区   分     現   状       課 題 等 

持込ごみ（一廃） 
・地方自治法第227
 条及び同法第22
 8条第１項 
・市廃棄物条例３５
条第１項別表第１ 
 
持込ごみ（産廃） 
・廃棄物処理法第1
3条第２項 
・市廃棄物条例３７
条第１項別表第３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 手数料区分に累進性及び
原価主義の考え方を導入
（平成13年７月） 
 
○クリーンセンター 

（１回あたり） 
・≦500kg   (第１区分)
→  800円/100kg 
・＞500kg，≦2t(第２区分)
→4,000円＋1,200円/100kg 
・＞2t     (第３区分) 
→22,000円+1,600円/100kg 
 
○埋立処分（１回あたり）
・≦1t     (第１区分) 
→  800円/100kg 
・＞1t，≦3t  (第２区分)
→8,000円＋1,200円/100kg 
・＞3t     (第３区分) 
→32,000円+1,600円/100kg 
 
※※手数料の第３区分が（直
接費＋間接費×１／２）の
金額に相当 
 
２ 多量搬入者の事前登録制
度の導入（平成13年９月）
 
３ 産業廃棄物の持込搬入量
の上限（100t/月）の導入
（平成13年７月） 
 
 

・平成13年に導入したこれら料
金体系の評価（ごみ減量効果の
確認）が必要。 
・平均して処理原価の４４％しか
徴収できていない。  
・一廃，産廃の料金区分が同じで，
産廃について原価主義の徹底
が図られていない。 
・周辺他都市と比較して，処理手
数料が低い。 
・厨芥類（生ごみ）や紙類などま
だまだ資源化できるものが含
まれている。 
・許可業者から徴収する手数料と
の一体化が図られていない（業
者収集ごみの処理手数料には
累進性がない）。 
 
 
 
 
 
 
多量搬入者事前登録制度実績 
 (１年間に10t/月が３回以上) 

年 度   13   14   15
件 数  411  368  197

 
持込搬入量上限(100t/月)超実績 
１５年度に月100tを超えて搬
入した実績は２件であり，厳重
注意を行った。 
 

一時多量ごみ 
・地方自治法第227
 条及び同法第22
 8条第１項 
・条例３５条第１項 
 別表第１ 
 
 
 
 
 
 
 

１００㍑までごと８００円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・現実問題として１台あたりいく
らという算定しかできない。ま
た現状では申し込みがあって
すぐに対応する必要がある場
合は民間業者を紹介すること
としている。 
 
・許可業者がごみの収集，運搬，
処分にかかる料金として排出
事業者に請求する金額の上限
となっており（法第７条の１第
８項），これが廃止されると料
金の制約がなくなる。 
 



 

 11

【参考：その他の廃棄物関連手数料】 

 

区   分 現   状 

大型ごみ 

・地方自治法第227条及び同法第228条
第１項 

・市廃棄物条例３５条第１項別表第１ 

3,200円以内において別に定める額 

（平成13年 6月 28日告示第188号）

ふん尿 

・地方自治法第227条及び同法第228条
第１項 

・市廃棄物条例３５条第１項別表第１ 

○人数に基づき算定する場合 

 ・便所の使用者が２人以内のとき 

１月 600円

 ・便所の使用者が３人以上のとき 

１人につき１月300円

 

○収集量に基づき算定する場合 

 ・定期的に収集するとき 

  １月の収集量が200リットル以下のとき

１月1,300円

  １月の収集量が200リットルを超えるとき 

１月 100リットルまでごと650円

 ・臨時に収集するとき 

  １月の収集量が200リットル以下のとき

１月1,300円

  １月の収集量が200リットルを超えるとき 

１月 100リットルまでごと650円

犬，猫等の死体 

・地方自治法第227条及び同法第228条
第１項 

・市廃棄物条例３５条第１項別表第１ 

１体 4,600円 

許可等申請手数料 

・市廃棄物条例第36条第１項別表第２ 

○収集運搬業，処分業の許可等に係る審査

○処理施設の設置許可等に係る審査 

など

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 12

６ 持込ごみ減量効果について 
 

図 2-1 クリーンセンター持込ごみ量の推移（月別ごみ量の推移） 
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   ○平成 13年 7月持込料金改定によるクリーンセンター持込ごみ減量効果 

①料金改定前1年間のごみ量 
（平成12年7月～平成13年6月）

②料金改定後1年間のごみ量 
（平成13年7月～平成14年6月）

②－① 

171,633㌧ 138,814㌧ △ 32,819㌧

 ○平成14年 7月建築廃材リサイクル誘導によるクリーンセンター持込ごみ減量効果 

①誘導前1年間のごみ量 
（平成13年7月～平成14年6月）

②誘導後1年間のごみ量 
（平成14年 7月～平成15年 6月（推定値））

②－① 

138,814㌧ 88,356㌧ △ 50,458㌧

 

 
 

図 2-2 埋立持込ごみ量の推移（月別ごみ量の推移） 
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○平成 13年 7月持込料金改定による埋立持込ごみ減量効果 

①料金改定前1年間のごみ量 
（平成12年7月～平成13年6月）

②料金改定後1年間のごみ量 
（平成13年7月～平成14年6月）

②－① 

41,463㌧ 28,392㌧ △ 13,071㌧

 ○平成14年 7月建築廃材リサイクル誘導による埋立持込ごみ減量効果 

①誘導前1年間のごみ量 
（平成13年7月～平成14年6月）

②誘導後1年間のごみ量 
（平成14年 7月～平成15年 6月（推定値））

②－① 

28,392㌧ 20,053㌧ △ 8,339㌧
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図 2-3 クリーンセンター持込ごみの組成別ごみ量の推移 

（平成13年 7月料金改定前後，平成14年7月建築廃材リサイクル誘導前後の変化） 
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図 2-4 埋立持込ごみの組成別ごみ量の推移 

（平成13年 7月料金改定前後，平成14年7月建築廃材リサイクル誘導前後の変化） 
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７ 手数料設定に関する他都市の状況（1t 当たり処理手数料） 

○政令指定都市（平成１６年４月１日現在） 

処理手数料 
都市名 

可燃ごみ（円／t） 順位 不燃ごみ（円／t） 順位 

札幌市 11,000 ⑥ 11,000 ⑥ 

仙台市 10,000 ⑨ 10,000 ⑧ 

さいたま市 
家庭系：2,000 
（100kg までは無料）
事業系：17,000 

② 
家庭系：2,000 
（100kg までは無料） 
事業系：17,000 

② 

千葉市 14,000 ③ 14,000 ③ 

川崎市 12,000 ⑤ 12,000 ⑤ 

横浜市 13,000 ④ 13,000 ④ 

名古屋市 20,000 ① 20,000 ① 

京都市 10,500 ⑧ 8,300 ⑩ 

大阪市 5,800 ⑬ 5,800 ⑫ 

神戸市 8,000 ⑩ 10,000 ⑧ 

広島市 8,000 ⑩ 8,000 ⑪ 

北九州市 7,000 ⑫ 
がれき：3,000 
がれき以外：5,000 

⑬ 

福岡市 11,000 ⑥ 11,000 ⑥ 

 

○近隣都市（平成１６年４月１日現在） 

処理手数料 
都市名 

可燃ごみ（円／t） 順位 不燃ごみ（円／t） 順位 

草津市 
200kg 未満 7,000 
200kg 以上 11,000 

⑥ 

プラスチック類： 
100kg 未満 17,000 
100kg 以上 26,000 
その他の一般廃棄物： 
200kg 未満 7,000 
200kg 以上 11,000 

① 

大津市 10,000 ⑧ 10,000 ⑤ 

京都市 10,500 ⑦ 8,300 ⑥ 

亀岡市 15,000 ② 15,000 ② 

京田辺市 15,000 ② 15,000 ② 

高槻市 
家庭系：4,000 
事業系：8,000 

⑩ 
家庭系：4,000 
事業系：8,000 

⑦ 

相楽郡西部塵芥
処理組合 

家庭系：18,000 
事業系：20,000 

① 
 

 

城南衛生管理
組合 

15,000 ② 12,000 ④ 

乙訓環境衛生
組合 

14,000 ⑤ 8,000 ⑦ 

船井郡衛生管理
組合 

家庭系：無料 
事業系：8,400 

⑨ 
 

 

 ※本市の手数料については累進制を採っているため，平均徴収単価を掲載している。
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８ 一般廃棄物処理手数料の根拠法令等について 

 

 
 

 
地方自治法（一般廃棄物処理手数料の根拠）

第２２７条 
普通地方公共団体は，当該普通地方公共団体の事務で特定の者にする
ものにつき，手数料を徴収することができる。 
 
第２２８条第１項 
分担金，使用料，加入金及び手数料に関する事項については，条例で
これを定めなければならない。 

 
第１３条第２項 
 都道府県又は市町村は，産業
廃棄物の処理施設の設置その他
当該都道府県又は市町村が行う
産業廃棄物の収集，運搬及び処
分に要する費用を，条例で定め
るところにより，徴収するもの
とする。 

 
第３５条第１項 
 地方自治法第２２７条の規定
により，一般廃棄物（ふん尿以
外の一般廃棄物で事業活動以外
の活動から生じたもののうち，
本市が定期的に収集するものを
除く。）の収集，運搬及び処分に
ついて，別表第１に掲げる手数
料を徴収する。 

 
第３７条第１項 
 本市が行う産業廃棄物の処分
について法第１３条第２項の規
定により徴収する費用の額は，
別表第２のとおりとする。 

一般廃棄物 産業廃棄物（併せ産廃） 

京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例

廃棄物処理法 

※別表第１及び別表第２は省略。 

産業廃棄物処理料金の根拠 
 
以前の一般廃棄物処理手数料の根拠 

第６条の２第６項 
 市町村は当該市町村が行う一
般廃棄物の収集，運搬及び処分
に関し，条例で定めるところに
より，手数料を徴収することが
できる。 
 

→どちらも，処理にかかる費用分を徴収するという「原価主義」に
関する条文だが，第６条の２第６項は平成１１年に削除されたた
め，現在，原価主義が明確に規定されているのは産業廃棄物だけ
となっている。 
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９ 前回改定時の答申で打ち出された方向性とその現状 

 

示されている方向性 現状 

料金設定の根拠となる原価の算出に当
たっては，昨今の高度処理等に要する費
用も含めた，そのすべてを対象とし，広
く明らかにすることが望まれる。 

○

 公害防止設備の設置費用等について
はこれまでも原価に含めてきたが，平
成１２年度からは，さらに施設整備等
に係る起債利子の支払額も加えること
とした。 

産業廃棄物については，法的位置づけ
や，あくまでも一般廃棄物と併せて処理
きるものに限定して受け入れているこ
とを踏まえ，今後の方向として，原価主
義の観点の導入も検討すべきである。 

で ×

 現時点では，一般廃棄物と産業廃棄
物の料金区分は同一であり，産業廃棄
物について原価主義の徹底が図られて
いない。 

減量に向けた経済的インセンティブを
働かせる観点に加えて，搬入回数や搬入
量を参考に，累進制の導入も有効な手法
である。 

○
 平成１３年度の手数料改定で累進制
を導入。 

ごみ処理原価の算出に際しては，発生
抑制に向けたインセンティブを働かせる
観点から，再資源化に要する費用も明ら
かにすることが望まれる。 

○
 平成１２年度から，再資源化部門の
原価の算出を開始。 

料
金
設
定
の
在
り
方 

受け皿施設の整備状況と併せて，将来
的にはリサイクル可能なものについて
は，その他のものと別料金を設定するこ
とを目指すべきである。 

×

 剪定枝や生ごみなど，一定の受け皿
は民間で整えられてきているが，そう
したリサイクル可能物に関する別料金
設定を行うには至っていない。 

排出者責任の明確化，指導の強化及び
不適正搬入の防止の観点から，搬入内容
等を事前に把握できるシステムを構築す
べきである。 
対象者の選定に当たっては，搬入回数
や搬入量を参考とし，排出事業者との委
託契約を締結するなど，指導の強化を図
れるシステムとすべきである。 

○

 平成１３年８月から，多量搬入者を
対象とする事前登録制度を開始（現在，
１年間に１ヶ月当たり１０ｔ以上持ち
込んだことが３回以上ある搬入者が対
象）。 

事
前
登
録
制
度
の
導
入 
産業廃棄物については，受入量を段階
的に制限するなど，減量化に向けたイン
センティブの働く仕組みを目指すことが
重要である。 

○
平成１３年７月から，１ヶ月当たり
の産業廃棄物の持込量を１００ｔ以内
に制限。 

上記の点と併せて，従来から行ってい
る現場での指導や，大規模事業所に対す
る指導を強化し，充実することが望まれ
る。 

×
 指導体制の強化・充実は今後の課題
である。 

指
導
の
強
化 不適正搬入や事前登録の拒否等の事例
に対しては，組織的に，毅然とした態度
で臨むべきである。 

○
 市施設での搬入調査と不適正搬入者
への指導などにより，搬入ルールの徹
底を図ってきている。 

そ
の
他 

京都市は，答申の趣旨を踏まえ，従来
の経過に捕らわれることなく，持込ごみ
の減量化を初めとする「新基本計画」に
掲げた取組を実行し，「環境共生型市・京
都」を実現するため，全職員が一丸とな
って率先して取り組むべきである。 

○

 本市は，「新基本計画」に基づいて取
組を進めてきたが，平成１５年１２月，
同計画に代わる新たな計画として「京
のごみ戦略２１」を策定し，現在，こ
れに掲げた施策の具体化に取り組んで
いるところである。 

 


